
平成２８年度 第１回

熊谷市総合振興計画審議会

会 議 資 料

日 時 ： 平成２８年７月１５日（金）

午後１時３０分から

場 所 ： 熊谷市役所３０３会議室
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平成２８年度 第１回 熊谷市総合振興計画審議会 次第

日時：平成２８年７月１５日（金）午後１時３０分～

場所：熊谷市役所３０３会議室

１ 開 会

２ 委嘱状の交付

３ あいさつ

⑴ 市長あいさつ

⑵ 会長あいさつ

４ 自己紹介

５ 議 事

⑴ 次期総合振興計画の策定方針について

⑵ 総合振興計画の推進状況について

６ 閉 会
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熊谷市総合振興計画審議会名簿

（敬称略）

氏 名 選 出 団 体 備 考

第

１

号

松本 貢市郎 熊谷市議会

野澤 久夫 熊谷市議会

第

２

号

本塚 雄一郎 熊谷市教育委員会

八木原 敏夫 熊谷市農業委員会

藤間 憲一 熊谷商工会議所

大久保 照夫 くまがや市商工会

笠原 貞男 くまがや農業協同組合

長又 則之 （一社）熊谷市医師会

松永 勲 熊谷市自治会連合会

福嶋 良三 （社福）熊谷市社会福祉協議会

矢野 美登里 熊谷市文化連合

原口 昌倫 （公財）熊谷市体育協会

青木 真佐子 くまがや共同参画を進める会

植原 通之 （公財）熊谷青年会議所

矢嶋 隆男 「連合埼玉」熊谷・深谷・寄居地域協議会
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⑴ 次期総合振興計画の策定方針について

構 成 「基本構想」及び「基本計画」により構成する。

期 間 基本構想は、平成３０年度から平成３９年度の１０年間を目標年次とし、

基本計画は、前半と後半の５年間ずつの計画とする。

体 制 行政内部組織として、副市長と部長からなる「総合振興計画策定委員会」

を組織する。また、部単位の専門部会と、横断的部会として財政計画部会、

土地利用計画部会等を置く。

総合戦略のエッセンスを盛り込むため、有識者会議と検討・調整を行う。

市議会議員及び有識者からなる「総合振興計画審議会」を諮問機関とする。

市民参加 ・市民意識調査（アンケート調査）

・子育て世代（子育て支援拠点で利用者側、運営側からヒアリング）

・中学生（未来・ジュニア議会参加中学生のワークショップ）

・自治会連合会（地域の課題を連合会正副会長からヒアリング）

・ハートフルミーティング（全小学校区からの要望等を集計）

素
案

意見公募手続

市　長総合振興計画審議会 諮問・答申

計画案熊谷市総合振興計画
平成30年スタート

市議会

総合振興計画策定体制

《行政》　
策定委員会
（副市長及び各部長）

専門部会
・部単位組織　総合政策G、総務G、市民Ｇ、福祉Ｇ等
・横断組織　財政計画G、土地利用計画G、　道路計画G

検討・調整

有識者会議（総合戦略）

骨子案の検討　H28

市民参加
⑴市民意識調査アンケート
⑵子育て世代アンケート

⑶中学生ワークショップ
⑷自治会連合会
⑸ハートフルミーティング

H28～29
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⑵ 熊谷市総合振興計画の推進状況について

① 行政評価による進行管理の全体イメージ

評価の範囲

政策 施策 単位施策 № 事務事業名 評価

１ 魅力ある郷土をほこれるまち －

1 全国に発信できる特色をつくる －

１ 知名度の高い産品をつくる 資料１、２

１ 熊谷フィルムコミッション実施事業 資料３

立案

Ｐｌａｎ

・事業実施計画の見直し
・予算編成

・事業実施

・成果指標の把握
・進捗状況の把握
・アンケートの実施
・事務事業評価報 告

熊谷市総合振興計画審議会
成果指標の
状況

資料１

事務事業
一覧表

資料３

アンケート
調査報告書

資料２

公 表

評価

Ｃｈｅｃｋ

実施

Ｄｏ

改善

Ａｃｔion
・事業の縮小
・事業の改善
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② 成果指標の実績値及び進捗状況について

ア 考え方

総合振興計画における単位施策の評価は、成果指標の実績値及び進捗状況、

施策の重要度・満足度及び事務事業の評価を勘案し実施しております。

成果指標には、統計などの客観的なデータから把握する数値と、市民アンケ

ートにより把握する数値があります。

行政評価担当事務局は、市民アンケートにより成果指標の実績値及び施策の

重要度、満足度を把握し、これらの状況を取りまとめて報告資料としました。

成果指標の状況は資料１、施策の重要度・満足度は資料２（アンケート調査

報告書）に記載しました。

イ 成果指標の状況

平成 27年度

件数 割合

順調 62 41.6%

おおむね順調 47 31.5%

遅れている 40 26.8%

計 149 100%
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③ 事務事業評価について

ア 考え方

事業担当課が、予算事業ごとに、有効性及び効率性の観点からの定量分析、

事業の優先度、必要性、実施主体の妥当性、対象者、受益者負担及び市民ニー

ズの観点からの定性分析を行い今後の方針を導き出しました。

行政評価担当事務局は、事業の内容、定量分析及び定性分析を勘案し、事務

事業の総合評価としました。

有効性：目的達成状況を示すもので、指標の実績値を目標値で除した値

効率性：コスト改善状況を示すもので、評価年度のコストを基準年度のコストで除した値

コストは実績額（事業の決算額＋人件費）を指標の実績値で除した値

イ 用語の意味

継続：今後も事業の必要性や市民ニーズなどを適切に把握しながら継続して

実施する事業。

拡大：事業の必要性や市民ニーズなどの高まりにより、既存の事業をさらに

拡大して実施する事業。

改善：事業の必要性は認めるが、必要性や市民ニーズなど、さらに、有効性

及び効率性等にも配慮しながら実施する事業。

縮小：事業の目的をある程度達成したか、事業の必要性や市民ニーズが低く

なるなど既存の事業を縮小して実施する事業。

完了：事業の目的を達成し完了、もしくは２７年度で完了する事業。

統合：他事業に統合された、もしくは２８年度に統合する事業。

ウ 事務事業評価の状況

総合評価 事業数 構成比

継続 546 89.2％

拡大 11 1.8％

改善 5 0.8％

縮小 6 1.0％

完了（予定含む） 36 5.9％

統合（予定含む） 8 1.3％

合計 612 100％
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熊谷市総合振興計画審議会条例

（設置）

第１条 総合的かつ計画的な行政の運営を図るための基本構想等を策定するため、熊

谷市総合振興計画審議会（以下「審議会」という。）を置く。

（所掌事務）

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、総合振興計画に関する必要な事項について調

査審議し、答申する。

（組織）

第３条 審議会は、委員１５人以内で組織する。

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。

⑴ 市議会議員

⑵ 知識経験を有する者

（委員の任期）

第４条 委員の任期は、２年とし、再任を妨げない。委員が欠けた場合における補欠

委員の任期は、前任者の残任期間とする。

（会長及び副会長）

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、会長は、その議長となる。

２ 審議会は、委員の過半数が出席しなければ、会議を開くことができない。

３ 審議会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。

（委任）

第７条 この条例に定めるもののほか、審議会の運営に関し必要な事項は、会長が審

議会に諮って定める。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。


